
２０１７年 ５月２９日 

２０１７年３月期 決算説明会  
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 本日ご説明する内容 

 ■ ２０１７年３月期 決算概要 

 ■ 中長期成長戦略 

2017年3月期 
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 連結子会社 

16年3月期 17年3月期 

日本    9社    9社 

米州     7社     7社 

欧州     2社     2社 

アジア    15社    16社 

計    33社    34社 

2017年3月期 
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 連結決算 

16年3月期 17年3月期 増減率 

売上高 243,606 240,520   ▲ 1.3% 

営業利益  18,083  17,296  ▲ 4.4% 

経常利益  16,378  17,764 + 8.5% 

親会社株主に帰属する 

当期純利益 
  9,143   9,412 + 2.9% 

１株当たり 

当期純利益 
159.67円 164.37円 ─ 

為替（USドル） 120.15円 108.34円 11.81円高 

（百万円） 

2017年3月期 
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 為替レート（期中平均）実績 

為替感応度 ：ドル１円の変動につき、営業利益で１.１２億円／年 

（円） 

16年3月期 17年3月期 レート差 

 

％ 
(▲は円高) 

ＵＳドル 120.15 108.34 11.81 円高 ▲9.8% 

ポンド 181.33 141.51  39.82 円高 ▲22.0% 

ユーロ 132.60 118.74  13.86 円高 ▲10.5%   

バーツ   3.54   3.08  0.46 円高 ▲13.0% 

元  19.23  16.35  2.88 円高 ▲15.0% 

2017年3月期 
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 事業別 売上高 

1,197  1,281  
1,469  1,478  

393  
377  

364  353  86  84  
64  70  

131  135  
139  114  237  226  
228  216  154  163  
169  170  2,201  2,269  

2,436  2,405  

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

'１４.３ '１５.３ '１６．３ '１７．３ 

主な増減要因 

◇計器     ＋５億円 

  四輪計器   ＋９億円 

  二輪計器  ▲１０億円 

  汎用計器   ＋６億円 

◇民生機器  ▲２５億円 

◇自動車販売 ▲１１億円 

▲30億円
(▲1.3%) 

（億円） 

2017年3月期 
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 所在地別 売上高 

982  977  1,031  973  

464  510  
561  590  

220  
234  

267  
213  

533  546  
576  628  

2,201  2,269  
2,436  2,405  

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

'１４.３ '１５.３ '１６．３ '１７．３ 

主な増減要因 

◇日本 

 四輪計器  ▲４２億円 

  二輪計器  ▲１３億円 

 汎用計器   ＋６億円 

 自動車販売 ▲１１億円 

◇米州 

 四輪計器  ＋３３億円   

◇欧州 

 四輪計器  ▲４９億円 

◇アジア  

 四輪計器  ＋６７億円 

 二輪計器   ＋９億円 

 民生製品  ▲２８億円 

2017年3月期 

（億円） 
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▲30億円
(▲1.3%) 



 海外売上高 

（カッコ内は連結売上高に占める海外売上高の割合） 

465  516  564  574  

220  
237  

275  221  

653  
655  

717  749  

1,338  
1,408  

1,556  
1,545  

0

500

1,000

1,500

2,000

'１４.３ '１５.３ '１６.３ '１７.３ 

主な増減要因 

◇米州 

ＧＭ向けが増加 

◇欧州 

ＢＭＷ、ＰＳＡ、 

ＪＬＲ向けが減少 

◇アジア 

ホンダ、上海ＧＭ 

向けが増加 

(29.4%) 

(11.3%) 

(21.9%) 

(62.1%) 

(28.9%) 

(10.5%) 

(31.2%) (61.6%) 

(23.9%) 

(9.6%) 

(23.2%) (22.7%) 

(30.1 %) 

(64.3%) 

(9.2%) 

(63.9%) 

2017年3月期 

 

（億円） 

▲12億円
(▲0.8%) 
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本田技研Ｇｒ. 

21% 

ＧＭ Ｇｒ. 

11% 

ＦＣＡ 

(クライスラー) 

7% 

マツダＧｒ. 

6% 

ＢＭＷ 

5% 
ヤマハ発動機Ｇｒ. 

4% 

ＳＵＢＡＲＵ 

(富士重工)Ｇｒ.3% 

三菱自工Ｇｒ. 

2% 

三菱電機 Ｇｒ. 

2% 

その他取引先計 

40% 

 得意先別売上構成 
2017年3月期 

 

2016年3月期 

２０１７年３月期 
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本田技研Gr. 

21% 

ＧＭ Ｇｒ. 

8% 

ＦＣＡ 

(クライス

ラー) 

7% 
マツダGr. 

7% 
ＢＭＷ 

6% 

ヤマハ発動機

Gr. 4% 

ＳＵＢＡＲＵ 

(富士重工) 

Gr. 3% 

三菱自工Gr. 

2% 

ＰＳＡ Gr. 

2% 

その他取引先

計 

37% 



 事業別 営業利益 

（億円） 

 '16年3月期  '17年3月期 増減 

営業利益  180億円  172億円 ▲4.4% 

103  
78  

45  

47  

9  

13  

-3  -0  

9  10  
17  26  

158  
139  

-50

0

50

100

150

200

'16.3 '17.3  '16.3  '17.3   '16.3   '17.3  '16.3    '17.3

計器 民生機器 自動車販売 その他 

2017年3月期 

主な増減要因 
◇計器 
 ・設計開発費の増加 

  ・為替ﾚｰﾄ変動による影響 
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 所在地別 営業利益 

76  
67  

54  
41  

-2  

7  

54  57  

-20

0

20

40

60

80

100

'16.3 '17.3  '16.3  '17.3   '16.3   '17.3   '16.3    '17.3

主な増減要因 
◇日本/欧州/アジア 
  四輪計器事業の減益 

 

日本 米州 欧州 アジア 

（億円） 

2017年3月期 
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 '16年3月期  '17年3月期 増減 

営業利益  180億円  172億円 ▲4.4% 



 設備投資額、減価償却費 

47  
64  

23  

19  
6  

6  14  

23  
92  

113  

94 
87 

0

50

100

150

'１６.３ '１７.３ 

（億円） 

2017年3月期 

 

（前期比 ＋８.２億円） 

：  ５.６億円 (新機種対応) 

：  ４.４億円 (新機種対応)  

  

（前期比  ＋０.１億円） 

：  ６.２億円 (新機種対応) 

 

（前期比 ▲４.０億円） 

：  ５.２億円 (新機種対応)  

：  ４.２億円 (新機種対応) 

 

（前期比 ＋１６.９億円） 

： ３２.５億円 (新機種対応) 

： １１.６億円  

  (工場新設、新機種対応) 

： １１.５億円 

  (ホンダ四輪販売の店舗新設) 

アジア ２３.１億円  

 ＴＮＳ(タイ)         

 ＳＨＮＳ(中国)  

       

欧州   ６.３億円 

 ＵＫＮＳＩ(イギリス) 

            

米州  １９.７億円 

 ＮＳＩ(アメリカ)         

 ＮＳＭＸ(メキシコ)  

 

日本  ６４.３億円 

 本社                       

 ＮＳＷ(広島) 

  

  ディーラー４社            
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 有利子負債と現預金 

677  
713  701  

618  

1,017  

1,243  
1,169  

1,026  

340  

529  468  407  

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

'14.3 '15.3 '16.3 '17.3

有利子負債 現金及び預金 ネットキャッシュ （億円） 

2017年3月期 

 

13 



 自己資本額、自己資本比率 

1,304  

1,600  

1,544  1,582  
1,392  

1,706  1,648  1,639  

49.6  

53.5  

52.9  

54.4  

47

48

49

50

51

52

53

54

55

0

500

1,000

1,500

2,000

'14.3 '15.3 '16.3 '17.3

自己資本 純資産 自己資本比率 （億円） （％） 

2017年3月期 
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 ＰＢＲ（株価純資産倍率） 
同業種のPBR平均(2017年3月末時点) 東証一部 1.0倍 
                 東証二部 0.7倍 

2,279  

2,794  2,697  2,764  

1,762  

2,368  
2,176  

2,395  

0.77 
0.85  0.81  0.87  

-1.0

-0.8

-0.6

-0.4

-0.2

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

'14.3 '15.3 '16.3 '17.3

１株当り純資産 株価 PBR
（倍） （円） 

2017年3月期 
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 包括利益推移（連結） 

107  

181  

-135  

-20  

152  
155  

101  103  

259 

336 

-34 

83 

-150

-50

50

150

250

350

450

'14.3 '15.3 '16.3 '17.3

当期純利益 その他包括利益 包括利益 
（億円） 

2017年3月期 
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 ＲＯＥ（株主資本利益率） 

242  252  159  164  

2,279  

2,794  2,697  2,764  

11.6% 

10.0% 

5.8% 6.0% 

0.0%

10.0%

0

1,000

2,000

3,000

'14.3 '15.3 '16.3 '17.3

1株当り純利益 1株当たり純資産 ROE

（円） （％） 

同業種のROE平均(2017年3月期時点) 東証一部  5.6% 
                 東証二部  6.2% 

2017年3月期 
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 株主還元 配当性向（連結） 

27.00  

33.00  
35.00  35.00  

11.1% 

13.1% 
21.9% 21.3% 

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

0

10

20

30

40

'14.3 '15.3 '16.3 '17.3

配当金 配当性向 
（円） 

2017年3月期 

 

（％） 
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 ２０１８年３月期 業績予想 
（百万円） 

2017年3月期 

 

18年3月期 

（今期予測） 

売上高 242,000 

営業利益  12,500 

親会社の所有者に 

帰属する当期利益 
 9,400 

基本的１株当たり 

当期利益 
 164.16円 

為替（USドル） 105.00円 

19 

※‘１８年３月期よりIFRS適用。 



78  
35  

47  

41  

13  

13  

-0  2  10  10  
26  21  

-50

0

50

100

150

'17.3 '18.3  '17.3  '18.3  '17.3   '18.3  ' 17.3

1,478  1,456  

353  368  
70  77  

114  126  
216  227  170  164  

0

500

1,000

1,500

2,000

'17.3 '18.3  '17.3  '18.3  '17.3   '18.3  '17.3 '18.3

 業績予想 事業別売上／営業利益(前期比) 

（億円） 

1,903 1,902 

計器 民生機器 自動車販売 

計器 自動車販売 その他 

139 

89 

（億円） 

民生機器 

事業別売上 

営業利益 

2017年3月期 
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その他 

'18.3 



 業績予想 所在地別売上／営業利益(前期比) 

973  950  
590  604  

213  195  

628  669  

0

500

1,000

'17.3 '18.3  '17.3  '18.3  '17.3   '18.3  '17.3

67  
48  41  28  7  1  

57  45  

0

50

100

'17.3 '18.3  '17.3  '18.3  '17.3   '18.3  '17.3

'18.3

（億円） 

（億円） 

日本 米州 欧州 アジア 

日本 米州 欧州 アジア 

所在地別売上 

営業利益 

2017年3月期 
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'18.3 

'18.3 



 本日ご説明する内容 

 ■ ２０１７年３月期 決算概要 

 ■ 中長期成長戦略 

2017年3月期 
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１. 中期経営計画 

２. 既存事業の強化/拡大 

 経営ビジョン ＮＥＭＳ４３３  

 中期経営計画に対する進捗 

 市場変化に伴う成長戦略 

 コンポーネント事業の確立 

 ものづくり競争力強化 

 設計開発機能拡充 

 中長期成長戦略 

３. 組織変更 
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 中長期成長戦略 

24 

１. 中期経営計画 
 経営ビジョン ＮＥＭＳ４３３  

 中期経営計画に対する進捗 

 市場変化に伴う成長戦略 



 経営ビジョン ＮＥＭＳ４３３ 

３つの価値 つなげる価値をかたちにする 

   人 と  人   をつなぐ  ⇒  求める価値を共有 
   人 と 技術 をつなぐ  ⇒  新しい価値を提供 
   人 と 情報 をつなぐ  ⇒  共通の価値を拡張 

ＮＥＭＳ 

４ ３ ３ 

ＮＥＭＳ 

４ ３ ３ 

４つの大切 
グループ経営の礎として、いつまでも変えることなく大切に 
 ①志 ②社会 ③お客様 ④人 

ＮＥＭＳ 

４ ３ ３ 

連結売上高 ３,０００億円 

連結営業利益 ３００億円 

NEMS ＝ NS (日本精機) 型EMS 
保有技術の組み合わせ と、 すり合わせ技術  により、 

顧客ニーズを製品化する 『つなげる』ビジネスで持続的成長をはかる 
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1,676  1,742  1,897  1,901  1,902  1,900  

131  135  
139  114  126  200  

237  226  
228  216  227  

300  
154  163  

169  170  164  

300  

14.3 15.3 16.3 17.3 18.3 列1 中期目標 

 中期経営計画に対する進捗 

車載計器は目標を達成、車載以外の領域で目標未達 
 ・主力である車載計器事業が、市場成長に対して横ばい 
 ・現状を打破すべく、事業拡大へ向けた成長戦略に取り組む 
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2,420 

１８.３ 
73期計画 

その他 

車販 
民生 

車載 
計器 

1,902 
億円 

中期目標 

1,900 
億円 

2,700 

2,405 2,436 
2,269 2,201 

280 



 市場変化に伴う成長戦略 

メーターを進化 

次世代コックピットを
見据えた 
技術を進化 

急速に 
技術進化 

自動車市場の変化 

機能の高度化 
IT技術・情報多様化 
自動運転、繋がるクルマ 

競合他社の増加 
メガサプライヤの台頭 
新規メーカーの参入 

自動運転機能の進化によるＨＭＩの変換期 

既存領域の枠組みを超え、更なる事業拡大へ 

HUDを進化 
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 市場変化に伴う成長戦略 

・HUDの事業拡大 商品力 
(顧客価値向上) 

提案力 
(新たな技術提案) 

価格競争力 
(更なるコスト低減) 

への取り組み 

・設計開発機能拡充 

・コンポーネント事業の確立 

・統合コックピットを見据えた 
  事業開発 

新たな価値を 
新たな市場へ提供 

・ものづくり競争力強化 

既存事業の強化 

周辺市場への拡大 

28 

Ｎ Ｅ Ｍ Ｓ 

４ ３ ３ 



 中長期成長戦略 
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２. 既存事業の強化/拡大 
 コンポーネント事業の確立 

 ものづくり競争力強化 

 設計開発機能拡充 



■当社の強み   
・高信頼性、高視認性                  
・構造設計、表示機能、操作機能 
・車載事業で培った信頼性 
  

コンポーネント事業 

 コンポーネント事業の確立 

ＮＥＭＳ『つなげる価値』 
により日本精機保有の強みを 
生かしてマーケット領域に 
こだわらず新規事業を展開 

30 

新たな市場 
光学/OLED技術を 
融合/活用し 
新商材を創出 

既存顧客 
既存の商材/技術 
の収益性向上 

IoT機器分野 
センサーとネットワークの 

パッケージング 
【SMASH】 

高付加価値ユニットビジネス(NEMS) 
請負ビジネス(EMS) 

２本の柱で事業を拡大する 

ディスプレイ 

民生機器 

センサー 



高信頼性クラウド型遠隔監視システム「SMASH」 
「見えないものを見えるようにする」センサーからクラウドまでのトータルソリューション 
各種プラント・工場のメンテナンス情報の見える化を容易に実現 

■伝える 
        画面表示    
 
 

■分析する 
        クラウドサーバ、サービス 
 
 

■送る 
        無線ネットワーク 
 
 

■測る 
        IoTセンサ 

との連携 

31 

◆2017年秋量産目指し、お客様のプラント及び当社工場で実証実験展開中 
◆市場ニーズに応えるラインナップ拡充を推進中    ※他社センサーを取込める拡張性の向上 

 コンポーネント事業の確立 



占有スペース・在庫の削減 

 ものづくり競争力強化 

生産レイアウト再編 

生産効率向上 
(IoT、作業自働化) 

・IoT活用による予知予防、効率向上 
・工程の統合/廃止/自働化によるLT短縮 

・工場/工程間の情報/モノの滞留を無くす 
・本社工場にスペースを創出し、ものづくり 
 技術の熟成とHUDの増産に充てる 

32 

事業を拡大していくために、 
無駄のないものづくり手法を確立する 

国内ものづくりの再構築 国内市場が頭打ちの中でも、継続的に利益を出せる体質つくり 

本社工場で磨きあげた効率/手法を、グローバルへ展開 



グループ全体の開発を統制 

顧客との仕様決め等の上流工程 

詳細設計等の下流工程 

 設計開発機能拡充 
グローバル設計体制構築による競争力強化 

ポーランド 

ベトナム 

将来の売上拡大に資源を振り向けるため、 
更なる効率化で原資を確保し、成長に向けた投資を行う 

上流/下流工程の分担など拠点間の相互補完 
(LCC活用)により全体コストを低減 

採用/教育の強化 

設計資産の蓄積 

設計資産の流用 

相互補完による効率化 

設計能力を評価/改善 

リソース確保/設計環境整備 

効率化により原資確保 
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３. 組織変更 



 組織変更 
事業拡大に向け、機能/役割責任を再編 

コンポーネント 
事業部 

ものづくり本部 

技術本部 

計器設計本部 
主力の車載事業に特化し、品質向上/効率化を進め、 
量産設計に関わる開発費のマネジメントを強化する 

日本で新たなものづくり手法を考案し、 
検証/成熟させたノウハウをグローバルへ継続展開する 

光学、センサー、情報処理など、日本精機保有技術の 
新たな組合せにより、市場を創造する 

事業横断的にグループ全体の技術開発を推進し、 
車載計器、コンポーネント事業の技術供用を強化する 
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車販売 
事業推進部 

ディーラ各社の営業活動を、本社を中心にリンク 
させることにより、事業全体のシナジーを追求する 



ご注意 
業績見通しは，現時点で入手可能な情報に基づき判断した見
通しであり，リスクや不確実性を含んでいます。従いまし
て，これらの業績見通しのみに依拠して投資判断を下すこと
は控えるようお願いいたします。実際の業績は，様々な重要
な要素により，これら業績見通しとは大きく異なる結果とな
り得ることをご承知おきください。実際の業績に与える重要
な要素には，当社の事業領域を取り巻く政治，経済情勢，対
ドルをはじめとする円の為替レートなどがあります。 
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